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資料６



１．当社の取組



3環境推進のあゆみ ～事業を通じて環境課題に取り組む～

1950～ 1980～ 2000～ 2010～ 2020～
・京都議定書
（1997）

・環境省発足
（2001）

・パリ協定
SDGs

（2015）

東急不動産設立
（1953）

環境共生住宅
（1994~ 季美の森）

自然と調和する街づくり
（1982~ あすみが丘）

環境保全型リゾート
（1984 ﾊﾟﾗｵﾊﾟｼﾌｨｯｸﾘｿﾞｰﾄ）

生物多様性保全
（2012 東急プラザ表参道原宿）

スマートシティ
（2020 東京ポートシティ竹芝）

再生可能エネルギー事業
（2014~

環境理念策定
（1998）

・日本政府
2050年ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ宣言

（2020）

要件達成（2022）

SBT認定取得（2021）

TNFDレポート開示
（2023）

COP10 生物多様性
交流フェア参加

（2010） 国内業界初賛同
（2019 ）

Shibuya Sakura Stage
ほか広域渋谷圏開発開業

（2023～）

東急不動産HD設立
（2013）

グループの原点
（1918 田園調布)

・２０２２ 緑の都市章
・２０２３ 脱炭素都市づくり大賞
・２０２5 TSUNAG ３スター



多様性を有機的なビジュアルで表現

4



【東急不動産HD】
多様なステークホルダーへの
グリーンの価値創造

中間整理案（P9） 5



非公開スライド



２．課題と政策要望



課題および国の推進に期待すること ～企業のGI推進モチベーション向上策 25

期待すること課題

安全防災と同扱いの補助金・税制優遇。規制緩和／テナント
メリットの創出／技術的コスト削減情報の提供開発・維持管理コスト1

隔地貢献（アウトサイドミティゲーション）の導入／都市と
地方の緑地交流促進／緑化版ふるさと納税などの新制度

都市部など限定的な敷地面積
での緑地創出2

東京都「エコロジカルネットワークマップ」などデータベー
スを全国展開し、オープンデータとして提供／評価は数値だ
けでなく多面的な質の評価も必要／単なる目標達成とならな
いよう数値運用に留意が必要／施策の起点とゴール目標の設
定が難しい

データ・可視化3

GIメリット・分かりやすい定義の普及・情報発信の強化／地
表緑化だけでなく、土壌・水循環など多面的視点が必要／
「自然共生サイト」等環境省との施策連携／TSUNAG認証は
かなり専門的で高レベル

GI（グリーンインフラ）定義
や意義の訴求4


